
差
別
に
該
当
す
る

と
さ
れ
る
事
項
と
し

て
、
次
の
よ
う
な
こ

と
が
あ
り
ま
す
。

・
単
に
「
障
害
者
だ

か
ら
」
と
い
う
理
由

で
応
募
対
象
者
か
ら

排
除
す
る
こ
と

・
業
務
遂
行
上
必
要

で
は
な
い
条
件
を
付

け
て
、
障
害
者
に
対

し
て
の
み
不
利
な
も

の
と
す
る
こ
と

・
単
に
「
障
害
者
だ

か
ら
」
と
い
う
理
由

で
、
労
働
能
力
な
ど

を
適
正
に
評
価
し
な

い
、
異
な
る
取
扱
い

を
す
る
こ
と

差
別
禁
止
項
目
と

具
体
例
と
し
て
【
表
１
】
に
ま
と

め
ま
し
た
の
で
、
ご
参
照
く
だ
さ

い
。な

お
、
合
理
的
配
慮
に
応
じ
た

措
置
を
と
る
こ
と
で
、
障
害
の
な

い
労
働
者
と
異
な
る
取
扱
い
と
な

る
こ
と
や
、
障
が
い
者
に
対
し
て

有
利
な
対
応
を
す
る
こ
と
は
“
積

極
的
な
差
別
是
正
措
置
”
と
し
て

禁
止
さ
れ
る
差
別
に
該
当
し
な
い
、

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

合
理
的
配
慮
と
は
、
『
雇
用
の

分
野
に
お
け
る
障
害
者
と
障
害
者

で
な
い
者
と
の
均
等
な
機
会
や
待

遇
の
確
保
、
障
害
者
で
あ
る
労
働

者
の
有
す
る
能
力
の
有
効
な
発
揮

の
支
障
と
な
っ
て
い
る
事
情
を
改

善
す
る
た
め
に
事
業
主
が
講
ず
べ

き
措
置
』
の
こ
と
で
す
。

こ
の
合
理
的
配
慮
を
適
切
・
有

効
に
実
施
す
る
た
め
の
必
要
事
項

を
定
め
た
も
の
と
し
て
、
『
合
理

的
配
慮
指
針
』
（
平
成
二
十
七
年

厚
生
労
働
省
告
示
第
一
一
七
号
）

が
あ
り
ま
す
。

合
理
的
配
慮
指
針
で
は
、
合
理

的
配
慮
に
関
す
る
基
本
的
な
考
え

方
を
、
【
表
２
】
の
と
お
り
示
し

て
い
ま
す
。
こ
の
基
本
的
な
考
え

方
を
も
と
に
、
次
の
事
例
を
み
て

い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

厚
生
労
働
省
で
は
『
合
理
的
配

慮
指
針
事
例
集
（
第
三
版
）
』
を

作
成
し
、
公
表
し
て
い
ま
す
。
こ

の
事
例
集
は
、
全
国
の
都
道
府
県

労
働
局
・
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
、
独
立

行
政
法
人
高
齢
・
障
害
・
求
職
者

雇
用
支
援
機
構
等
を
通
じ
て
、
事

業
主
が
実
際
に
取
り
組
ん
で
い
る

事
例
を
収
集
し
た
も
の
で
す
。

障
害
類
型
別
に
合
理
的
配
慮
指

針
の
別
表
の
項
目
に
沿
っ
て
整
理

さ
れ
て
い
ま
す
の
で
、
ぜ
ひ
ご
参

考
下
さ
い
。

◎
聴
覚
障
害
の
あ
る
方
の
事
例
よ

り採
用
面
接
を
行
う
場
合
の
合
理
的

配
慮
と
し
て

〇
面
接
時
に
就
労
支
援
機
関
の
職

員
、
手
話
通
訳
者
、
本
人
の
家
族

等
の
同
席
を
認
め
て
い
る
。

〇
面
接
時
に
紙
、
筆
談
パ
ッ
ド
、

ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
を
利
用
し
た
筆

談
、
パ
ソ
コ
ン
交
互
に
入
力
す
る

こ
と
で
対
応
し
て
い
る
。

〇
集
団
面
接
は
行
わ
ず
、
個
人
面

接
と
し
て
い
る
。

採
用
後
の
合
理
的
配
慮
と
し
て

〇
業
務
ご
と
に
担
当
者
を
定
め
て

い
る
。

〇
他
者
と
本
人
と
の
連
絡
を
一
人

の
担
当
者
が
行
っ
て
い
る
。

〇
業
務
指
示
や
連
絡
に
身
ぶ
り
、

口
話
（
読
唇
＋
発
語
）
、
手
話
、

筆
談
、
メ
ー
ル
等
を
利
用
し
て
い

る
。

〇
危
険
が
発
生
し
た
場
合
の
合
図･

連
絡
を
、
視
覚
で
確
認
で
き
る
よ

う
に
し
て
い
る
。
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雇
用
の
分
野
で
の

差
別
禁
止

平
成
二
十
七
年
の
国
会
で
成
立
し
た
改
正
障
害
者

雇
用
促
進
法
に
よ
り
、
平
成
二
十
八
年
四
月
か
ら
す

べ
て
の
事
業
主
に
対
し
て
、
雇
用
の
分
野
で
障
害
者

に
対
す
る
差
別
が
禁
止
さ
れ
、
合
理
的
配
慮
の
提
供

が
義
務
と
な
り
ま
し
た
。合

理
的
配
慮
の
提
供
義
務

『
合
理
的
配
慮
指
針
事
例
集

（
第
三
版
）
』
よ
り

１ 合理的配慮は、個々の事情を有する障害者と事業主と

の相互理解の中で提供されるべき性質のものであるこ

と。

２ 合理的配慮の提供は事業主の義務であるが、採用後の

合理的配慮について、事業主が必要な注意を払っても

その雇用する労働者が障害者であることを知り得なかっ

た場合には、合理的配慮の提供義務違反を問われない

こと。

３ 過重な負担にならない範囲で、職場において支障となっ

ている事情等を改善する合理的配慮に係る措置が複数

あるとき、事業主が、障害者との話合いの下、その意

向を十分に尊重した上で、より提供しやすい措置を講

ずることは差し支えないこと。

また、障害者が希望する合理的配慮に係る措置が過重

な負担であるとき、事業主は、当該障害者との話合い

の下、その意向を十分に尊重した上で、過重な負担に

ならない範囲で合理的配慮に係る措置を講ずること。

４ 合理的配慮の提供が円滑になされるようにするという

観点を踏まえ、障害者も共に働く一人の労働者である

との認識の下、事業主や同じ職場で働く者が障害の特

性に関する正しい知識の取得や理解を深めることが重

要であること。

職種・雇用形態の変更 正社員転換制度を利用させない

差別禁止項目

募集・採用の機会

賃金の決定

配置

昇進、降格

教育訓練の実施

福利厚生施設の利用

退職勧奨、定年、解雇、

労働契約の更新

差別禁止項目

応募段階で断る、障害を理由に採用しない

低賃金で採用する、昇給しない

障害を理由に社外と接触しない部署へ配属する

同評価の場合に障害のない労働者を昇進させる

理解できないと判断して受けさせない

食堂や休憩室を移動困難な場所に設置する

障害のない労働者は一律１年更新、障害のある

労働者は一律６ヶ月更新とする

【表2】

【
表
１
】

十
一
日

○
雇
用
保
険
被
保
険
者
資
格
取
得

届
の
提
出
（
前
月
以
降
に
採
用
し

た
労
働
者
が
い
る
場
合
）

［
公
共
職
業
安
定
所
］

○
労
働
保
険
一
括
有
期
事
業
開
始

届
の
提
出
（
前
月
以
降
に
一
括
有

期
事
業
を
開
始
し
て
い
る
場
合
）

［
労
働
基
準
監
督
署
］

（
翌
年
一
月
四
日
）

○
健
保
・
厚
年
保
険
料
の
納
付

［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

○
日
雇
健
保
印
紙
保
険
料
受
払
報

告
書
の
提
出

［
年
金
事
務
所
］

○
労
働
保
険
印
紙
保
険
料
納
付
・

納
付
計
器
使
用
状
況
報
告
書
の
提

出

［
公
共
職
業
安
定
所
］

本
年
最
後
の
給
料
の
支
払
を
受
け

る
日
の
前
日
ま
で

○
給
与
所
得
者
の
保
険
料
控
除
申

告
書
兼
給
与
所
得
者
の
配
偶
者
特

別
控
除
申
告
書
の
提
出

［
給
与
の
支
払
者
］

（
賞
与
支
給
月
の
場
合
）

○
賞
与
を
支
給
し
た
と
き

：
支
払
日
か
ら
五
日
以
内
に
賞
与

支
払
届
と
賞
与
支
払
届
総
括
表
の

提
出

［
年
金
事
務
所
］

○
賞
与
の
支
給
が
な
か
っ
た
と
き

：
賞
与
支
払
届
総
括
表
の
提
出

［
年
金
事
務
所
］
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事
務
所
だ
よ
り
発
行
一
〇
〇

号
で
す
。

記
念
特
大
号
を
発
行
し
よ
う

か
と
意
気
込
み
ま
し
た
が
、
年

末
業
務
の
多
忙
さ
を
言
い
訳
に

し
て
Ａ
四
サ
イ
ズ
四
面
分
と
な

り
ま
し
た
。

ご
一
読
い
た
だ
け
れ
ば
幸
い

で
す
。

（
ぎ
ん
）

藤田社会保険労務士事務所

e-mail
k-fujita@k-fujita-sr.com

URL http://k-fujita-sr.com

TEL・FAX 075-611-5300

〒612-8017
京都市伏見区桃山南大島町1-4-41-504

編
集
後
記

十
二
月
の
労
務
手
続

［
提
出
先
・
納
付
先
］

≪各事業所のニーズに応じてお選びいただけます。≫

給与計算には欠かせない入

退社手続き等の関連手続き

もサポートいたします。

給与計算と各種手続きや労

務相談・指導などトータル

サポートいたします。

給与計算代行 給与計算代行 + 社会保険関係手 給与計算代行 + 顧問契約

お申込み・お問い合わせは、藤田社会保険労務士事務所までご連絡ください。

毎月の給与や賞与の計算と

付帯業務についてサポート

いたします。



今
年
三
月
三
十
一
日
に
職
業
安

定
法
の
一
部
改
正
を
含
む
雇
用
保

険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

が
成
立
し
ま
し
た
。

今
回
は
、
職
業
安
定
法
や
省
令
・

指
針
の
改
正
に
伴
う
労
働
者
の
募

集
や
求
人
申
込
み
の
制
度
の
変
更

に
つ
い
て
ご
紹
介
し
ま
す
。

職
業
安
定
法
の
改
正
点
と
施
行

日
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

（
一
）
①
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
や
職
業

紹
介
事
業
者
等
の
全
て
の
求
人
を

対
象
に
、
一
定
の
労
働
関
係
法
令

違
反
を
繰
り
返
す
求
人
者
等
の
求

人
を
受
理
し
な
い
こ
と
を
可
能
と

す
る
。《

公
布
か
ら
三
年
以
内
施
行
》

②
職
業
紹
介
事
業
者
に
紹
介
実
績

等
の
情
報
提
供
を
義
務
付
け
る
。

《
平
成
三
十
年
一
月
一
日
施
行
》

③
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で
も
、
職
業
紹

介
事
業
者
に
関
す
る
情
報
を
提
供

す
る
。
《
平
成
二
十
九
年
四
月
一

日
施
行
》

（
二
）
求
人
者
に
つ
い
て
、
虚
偽

の
求
人
申
込
み
を
罰
則
の
対
象
と

す
る
。
ま
た
、
勧
告
（
従
わ
な
い

場
合
は
公
表
）
な
ど
指
導
監
督
の

規
定
を
整
備
す
る
。

《
平
成
三
十
年
一
月
一
日
施
行
》

（
三
）
募
集
情
報
等
提
供
事
業

（
求
人
情
報
サ
イ
ト
、
求
人
情
報

誌
等
）
に
つ
い
て
、
募
集
情
報
の

適
正
化
等
の
た
め
に
講
ず
べ
き
措

置
を
指
針
（
大
臣
告
示
）
で
定
め

る
こ
と
と
す
る
と
と
も
に
、
指
導

監
督
の
規
定
を
整
備
す
る
。

《
平
成
三
十
年
一
月
一
日
施
行
》

（
四
）
求
人
者
・
募
集
者
に
つ
い

て
、
採
用
時
の
条
件
が
あ
ら
か
じ

め
示
し
た
条
件
と
異
な
る
場
合
等

に
、
そ
の
内
容
を
求
職
者
に
明
示

す
る
こ
と
を
義
務
付
け
る
。

《
平
成
三
十
年
一
月
一
日
施
行
》

こ
の
う
ち
、
平
成
三
十
年
一
月

一
日
施
行
さ
れ
る
（
二
）
（
三
）

（
四
）
に
つ
い
て
は
、
労
働
者
の

募
集
を
行
う
際
の
留
意
点
で
す
。

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
へ
の
求
人
申

込
み
や
、
自
社
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

で
の
労
働
者
募
集
、
求
人
広
告
の

掲
載
等
を
行
う
場
合
、
業
務
内
容

や
契
約
期
間
、
就
業
時
間
、
賃
金

等
の
労
働
条
件
を
明
示
し
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。

さ
ら
に
、
今
回
の
改
正
に
よ
り
、

労
働
契
約
締
結
ま
で
の
間
に
当
初

明
示
し
た
労
働
条
件
が
変
更
さ
れ

る
際
に
は
、
そ
の
確
定
後
、
『
可

能
な
限
り
速
や
か
に
』
変
更
内
容

に
つ
い
て
明
示
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
、
と
さ
れ
ま
し
た
。

そ
の
た
め
、
面
接
等
の
過
程
で

労
働
条
件
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合
、

速
や
か
に
求
職
者
に
知
ら
せ
る
よ

う
配
慮
が
必
要
で
す
。

労
働
者
の
募
集
や
求
人
申
込
み

の
際
に
、
少
な
く
と
も
以
下
の
事

項
を
書
面
の
交
付
に
よ
っ
て
明
示

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項
が
あ

り
ま
す
。

そ
の
事
項
に
、
『
試
用
期
間
』

『
裁
量
労
働
制
（
制
度
採
用
時
）
』

『
固
定
残
業
代
（
制
度
採
用
時
）
』

『
募
集
者
の
氏
名
又
は
名
称
』

『
（
派
遣
労
働
者
と
し
て
雇
用
す

る
場
合
）
雇
用
形
態
』
の
明
示
が

追
加
さ
れ
ま
し
た
。

な
お
、
求
職
者
が
希
望
す
る
場

合
に
は
、

電
子
メ
ー

ル

に

よ

る

こ

と

も

可

能

で
す
。

次
の
①
か
ら
④
の
よ
う
な
場
合

に
は
、
変
更
明
示
が
必
要
と
な
り

ま
し
た
。

変
更
明
示
は
、
求
職
者
が
変
更

内
容
を
適
切
に
理
解
で
き
る
よ
う

な
方
法
で
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

次
の
①
の
方
法
が
望
ま
し
い
、

と
し
て
い
ま
す
が
、
②
の
方
法
な

ど
に
よ
り
明
示
す
る
こ
と
も
可
能

で
す
。

変
更
明
示
を
行
う
場
合
で
も
、

当
初
の
明
示
を
安
易
に
変
更
し
て

は
な
ら
な
い
、
と
し
て
い
ま
す
。

学
校
卒
業
見
込
者
等
に
つ
い
て
は
、

特
に
配
慮
が
必
要
で
あ
る
こ
と
か

ら
、
変
更
を
行
う
こ
と
は
不
適
切

で
、
原
則
と
し
て
、
内
定
ま
で
に
、

学
校
卒
業
見
込
者
等
に
対
し
て
は

職
業
安
定
法
に
基
づ
く
労
働
条
件

明
示
を
書
面
に
よ
り
行
わ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
、
と
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
変
更
明
示
が
適
切
に
行

わ
れ
て
い
な
い
場
合
や
、
当
初
の

明
示
が
不
適
切
だ
っ
た
場
合
（
虚

偽
の
内
容
や
、
明
示
が
不
十
分
な

場
合
）
、
変
更
明
示
が
行
わ
れ
た

と
し
て
も
、
当
初
の
明
示
が
不
適

切
で
あ
っ
た
場
合
は
、
行
政
に
よ

る
指
導
監
督
（
行
政
指
導
や
改
善

命
令
、
勧
告
、
企
業
名
公
表
）
や

罰
則
等
の
対
象
と
な
る
場
合
が
あ

り
ま
す
。
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改
正
職
業
安
定
法
は

三
段
階
施
行

労
働
条
件
の
明
示

最
低
限
明
示
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
労
働
条
件
等

変
更
明
示
の
方
法

①

②

③

④

「当初の明示」と異なる内容の労働条件を提示する場合

例）当初：基本給30万円／月⇒ 基本給28万円／月

「当初の明示」の範囲内で特定された労働条件を提示する場合

例）当初：基本給25万円～30万円／月⇒ 基本給28万円／月

「当初の明示」で明示していた労働条件を削除する場合

例）当初：基本給25万円／月、営業手当３万円／月⇒ 基本給25万円／月

「当初の明示」で明示していなかった労働条件を新たに提示する場合

例）当初：基本給25万円／月⇒ 基本給25万円／月、営業手当３万円／月

①②

当
初
の
明
示
と
変
更
さ
れ
た
後
の

内
容
を
対
照
で
き
る
書
面
を
交
付

す
る
方
法

労
働
条
件
通
知
書
に
、
変
更
さ
れ

た
事
項
に
下
線
を
引
い
た
り
マ
ー

カ
ー
等
で
着
色
し
た
り
す
る
方
法

や
脚
注
を
付
け
る
方
法

そ
の
他
の
留
意
点

年
末
年
始
無
災
害
運
動
は
、
厚

生
労
働
省
後
援
・
中
央
労
働
災
害

防
止
協
会
主
唱
の
運
動
で
、
昭
和

四
十
六
年
か
ら
始
ま
り
、
今
年
で

四
十
七
回
目
と
な
り
ま
す
。

『
異
常
な
し
！

ダ
ブ
ル
チ
ェ
ッ

ク
で
念
入
り
に

年
末
年
始
も
ゼ

ロ
災
害
』

平
成
二
十
九
年
十
二
月
十
五
日
か

ら
平
成
三
十
年
一
月
十
五
日
ま
で

働
く
人
た
ち
が
年
末
年
始
を
無

事
故
で
過
ご
し
、
新
年
を
迎
え
る

こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
、
事
業
場

が
実
施
す
る
事
項
と
し
て
次
の

十
九
項
目
を
掲
げ
て
い
ま
す
。

（
一
）
経
営
ト
ッ
プ
に
よ
る
安
全

衛
生
方
針
の
決
意
表
明

（
二
）
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
お

よ
び
労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
シ
ス
テ
ム
の
導
入
・
定
着

（
三
）
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
結
果

等
を
活
用
し
た
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス

対
策
・
過
重
労
働
対
策
の
推
進

（
四
）

（
危
険
予
知
）
活

動
を
活
用
し
た
非
定
常
作
業
に
お

け
る
労
働
災
害
防
止
対
策
の
徹
底

（
五
）
機
械
設
備
に
係
る
一
斉
検

査
お
よ
び
作
業
前
点
検
の
実
施

（
六
）
火
気
の
点
検
、
確
認
等
火

気
管
理
の
徹
底

（
七
）
安
全
保
護
具
・
労
働
衛
生

保
護
具
の
点
検
と
整
備

（
八
）
は
さ
ま
れ
・
巻
き
込
ま
れ

災
害
の
防
止
対
策
の
徹
底

（
九
）
交
通
労
働
災
害
防
止
対
策

の
推
進

（
十
）
安
全
衛
生
パ
ト
ロ
ー
ル
の

実
施

（
十
一
）
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
ア

セ
ス
メ
ン
ト
の
実
施
を
含
め
た
化

学
物
質
管
理
の
徹
底

（
十
二
）
年
末
時
期
の
大
掃
除
等

を
契
機
と
し
た

の
徹
底

（
十
三
）
年
始
時
期
の
作
業
再
開

時
の
安
全
確
認
の
徹
底

（
十
四
）
転
倒
防
止
、
腰
痛
予
防
、

受
動
喫
煙
防
止
の
対
策
の
推
進

（
十
五
）
健
康
的
な
生
活
習
慣

（
睡
眠
、
飲
酒
）
に
関
す
る
健
康

指
導
の
実
施

（
十
六
）
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
感

染
症
予
防
対
策
の
徹
底

（
十
七
）
自
然
災
害
等
に
伴
う
復

旧
・
復
興
工
事
等
に
お
け
る
労
働

災
害
防
止
対
策

（
十
八
）
安
全
衛
生
旗
の
掲
揚
お

よ
び
年
末
年
始
無
災
害
運
動
用
ポ

ス
タ
ー
、
の
ぼ
り
等
の
掲
示

（
十
九
）
そ
の
他
安
全
衛
生
意
識

高
揚
の
た
め
の
活
動
の
実
施

一
方
、
京
都
労
働
局
の
管
轄
内
で

は
、
平
成
二
十
九
年
一
月
以
降
死

傷
者
数
の
増
加
傾
向
が
続
き
、
次

の
三
つ
の
周
知
啓
発
や
注
意
喚
起

等
が
行
わ
れ
て
い
ま
し
た
。

一
．
平
成
二
十
九
年
九
月
十
三
日

付
京
都
安
全
衛
生
関
係
団
体
等
連

絡
協
議
会
に
お
け
る
「
死
亡
労
働

災
害
多
発
警
報
」
を
発
令
し
た
。

二
．
死
亡
労
働
災
害
の
多
発
す
る

業
種
（
建
設
業
）
に
対
し
て
、
公

共
工
事
発
注
機
関
と
連
携
し
た
労

働
災
害
防
止
に
か
か
る
周
知
啓
発

を
行
っ
た
。

三
．
平
成
二
十
九
年
九
月
二
十
六

日
「
大
規
模
製
造
業
労
働
災
害
防

止
対
策
会
議
」
を
実
施
、
十
月
十

三
日
「
荷
役
五
大
災
害
防
止
安
全

パ
ト
ロ
ー
ル
」
を
実
施
し
、
注
意

喚
起
を
図
っ
た
。

し
か
し
、
死
亡
災
害
の
発
生
に

歯
止
め
が
か
か
ら
な
か
っ
た
こ
と

か
ら
、
京
都
府
内
の
事
業
者
に
対

し
、
平
成
二
十
九
年
十
二
月
一
日

付
京
都
労
働
局
長
名
に
て
年
末
年

始
の
労
働
災
害
防
止
に
向
け
た
緊

急
要
請
が
あ
り
ま
し
た
。

年
末
・
年
始
の
大
掃
除
や
機
械

設
備
の
保
守
点
検
・
始
動
等
の
非

定
常
作
業
が
多
く
な
る
時
期
に
、

「
年
末
年
始
無
災
害
運
動
」
を
取

り
組
み
、
事
業
場
内
の
安
全
衛
生

活
動
を
総
点
検
し
、
関
係
者
が
一

体
と
な
っ
て
次
の
一
．
か
ら
五
．

の
対
策
を
実
施
す

る
こ
と
に
よ
り
、

労
働
災
害
防
止
に

努
め
る
よ
う
要
請

し
て
い
ま
す
。

（
次
頁
チ
ラ
シ
を
添
付
し
て
い
ま
す
）
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今
年
度
の
ス
ロ
ー
ガ
ン

実
施
期
間

『年末年始無災害運動～ No more 死亡労働災害～』

平成29年12月1日（金）から平成30年1月15日（月）

実施すべき対策

1. 経営トップの参加の下に職場の安全衛生パトロールを実施するなど、

職場内における安全衛生活動の総点検を実施する。

2. 雇入れ後3年未満の労働者による労働災害の発生割合が高いことか

ら、雇入れ時教育、新規入場者教育（建設業）を徹底するなど、効

果的な安全衛生教育を実施する。

3. 建設業の死亡災害に歯止めをかけるため、「墜落・転落災害の防止」、

「建設機械・クレーン等災害の防止」及び「倒壊・崩壊災害の防止」

の三大災害防止対策の実施の徹底を図る。

4. 陸上貨物運送事業の災害の多くが荷役作業中に発生していることか

ら、陸上貨物運送事業者及び荷役作業場所を提供する荷主等は「荷

役5大災害防止対策チェックリスト」を活用して荷役災害における

労働災害防止対策の実施を図る。

5. 転倒災害が大幅に増加していることから、転倒災害防止のためのチェッ

クリスト等を活用するなどして、転倒災害防止対策の実施を図る。

Ｋ
Ｙ

五
Ｓ


